
　各教育委員会や学校が「全国学力・
学習状況調査」の結果を分析する際
には、ともすると平均正答率との比較
が中心となってきたように感じられ
ます。しかし、本調査の本来の目的は、
個々の問題（あるいは質問紙調査の質
問）の解答（回答）状況に注目して、
結果を多面的に分析し、教育委員会の
教育施策や、学校での学習指導の改善

に役立て、教育に関する継続的な検証
サイクルを確立することにあります。
　調査開始の２００７年度から１０年間
の結果を分析すると、一部に出題し
ている同一問題の正答率は、過年度
比較でほぼ上昇し、また、都道府県
別の平均正答率の差は調査当初より
縮小傾向にあります。全国の教育委
員会や各校の取り組みが少しずつ成
果となって表れ、全国的に学力の底
上げが進んでいるものと思われます。
　ＯＥＣＤのＰＩＳＡ＊２０１２年調査の結
果でも、比較可能な調査回以降、日
本の生徒は数学的リテラシー、読解
力、科学的リテラシーの３分野すべ
てで最も高い平均得点となりました。
　一方で、個々の問題の解答状況か
らは、あくまで例ですが、「適切な根
拠に基づいて自分の考えを書くこと」
や「式や式の中の数値の意味を理解
すること」などで、全国的に課題が
見られ、施策や指導の改善が必要で
あると考えています。

　これまでの調査結果から、例えば、
秋田県や福井県などが継続的に高い
成果を上げていることが話題となり
ますが、両県の学力向上の取り組み
の内容やその背景は必ずしも同じで
はありません。例えば、秋田県では

県教育委員会が授業力向上のため
の授業スタイルを示すなどリーダー
シップを発揮しているのに対して、
福井県では、現場教員から構成され
る研究会が主導的に指導改善に取り
組んでいると言われています。
　他方で、両県の共通点としては、
国や県の学力調査の結果分析を詳細
に行い、浮き彫りになった課題を踏
まえた取り組みを行っていること、
また、指導主事が学校を積極的に訪
問し、個別に助言していることなど
が挙げられます。学校内の研修でも、
指導主事が指導案作成の段階からか
かわり、事後研修にも参加している
ことが多いようです。さらに、挨拶
をする、きちんとノートを取るなど
といった生活や学習の規律が定着し
ていることも共通しています。
　私たちは以前、本調査で成果が見
られた全国各地の学校を訪問調査し
ました。多くの学校で「特別変わっ
たことはしていません。当たり前の
ことを地道に続けているのです」と
の話を伺いましたが、さらに詳しく
伺うと、取り組みを「全校で意識を
そろえて」「徹底している」という共
通点があると感じました。
　地域や学校によって状況は異なり、
課題も様々です。子どもたちの実態
に応じた取り組みをチームワークを
もって「やりきる」ことが大切であり、
その際、子どもたちの学力や学習状
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同調査の結果分析から、成果を出している自治体はどのような取り組みを行い、また、学力向上のポイントは
どこにあるのか。国立教育政策研究所で同調査を担当する学力調査課の小久保智史課長に話を聞いた。

誤答分析を通して課題を見いだし、
実態に応じたPDCAサイクルの確立を
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況上の課題を明らかにするツールと
して、ぜひ本調査を活用していただ
きたいと思います。

　教育委員会や学校現場での本調査
の活用状況を見ると、調査開始から
１０年が経ち、本来の目的である「各
問題の正答や誤答の状況を分析し、
指導改善に生かす」という動きが定
着してきていると感じています。
　他方、２０１３年度の調査では、調
査問題や授業アイディア例などを活
用した指導改善のための研修などの
実施率は、市町村で４５．４％でした。
皆さんの教育委員会・学校での活用
状況はいかがでしょうか。
　分析の中で最も重要なのは、「誤答
分析」です。誤答の傾向から子ども
たちがどこでつまずいているのかを
発見し、指導改善の方向を探ってい
ただきたいと考えています。
　調査問題は、すべての児童生徒が
身につけ、活用できるようにしてほ
しい力を問うべく、実際の授業場面
を念頭に置いて、１問１問に学習指
導改善のためのメッセージを込めて
作成しています。例えば、２０１６年
度の調査では、算数において、問題
解決のために式を立てた場面で、そ
の式の意味を説明することを求めた
ところ、適切な根拠に基づいて自分
の考えを適切な表現で伝えることに
依然として課題が見られました。
　日頃の指導で先生方が感じている
と思われる課題が、調査問題を通じ
てよりいっそう「見える化」され、
指導改善を促しているのです。まず
は、教育委員会や学校の先生方がご
自身で問題を解いてみてください。
そして、どのような力が必要なのか、
ぜひ、議論してみてください。

　分析の際には、当研究所が教科ご
とに作成している「解説資料」を活
用してください。これは、問題ごと
に、学習指導要領における領域・内容、
解答類型、正答や予想される誤答の
解説、指導改善のポイントなどを示
した冊子です。調査実施当日に国立
教育政策研究所のウェブページに掲
載し、５月には各学校・教育委員会
に冊子を発送しています。
　本調査については、「８月末に調査
結果が提供されても、その年度の児
童生徒への指導の改善には間に合わ
ない」というご意見を伺いますが、
調査の実施後速やかに、自校の児童
生徒の解答状況を解説資料を活用し
ながら確認し、誤答傾向を分析すれ
ば、すぐに指導改善に取り組むこと
ができます。もちろん、非常に多忙
な学校現場や教育委員会では、すべ
ての問題の分析までは難しい場合も
あるでしょう。しかし、特に正答率
が低かった問題や毎年誤答が多い分
野などに絞って、１問からでも着手
することは可能です。また、調査結
果提供時にお送りする「報告書」や
「授業アイディア例」にも、調査結果
を踏まえた指導改善・充実のポイン
トを示しているので、ぜひ活用して
いただきたいと思います。
　調査問題の分析や課題の共有につ
いては、全学年で行うことが肝要で

す。調査対象学年以外の先生におい
ては、本調査への関心が低いという
話も聞きますが、調査の出題範囲は
調査対象学年の「前学年まで」であ
るため、調査結果は前学年までの指
導の成果を表しています。だからこ
そ、全学年の先生が結果に目を向け、
学校全体として組織的・継続的に取
り組んでいただきたいと思います。
　さらには、同じ中学校区内の小・
中学校が連携して分析を行い、成果
と課題を共有し、同じ目線で指導改
善に取り組むことなども今後の重要
な視点の一つとなるでしょう。

　教育委員会では、こうした各校の
取り組みや学校種を超えた連携をサ
ポートすることで、施策や指導の改善
のＰＤＣＡサイクルをうまく回すため
の仕組みを確立することが大切です。
　本調査を活用してＰＤＣＡサイクル
を構築することで、学力向上の成果
が出ている教育委員会は年々増えて
います（図）。各教育委員会において
は、本調査の分析によってご自身や
地域内の学校の課題を具体化・見え
る化し、引き続き、できるところか
ら一歩ずつ改善に取り組んでいただ
きたいと思います。
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成功例・失敗例から学ぶ学力向上のツボ第１特集

図 教育委員会での「全国学力・学習状況調査」活用事例

沖縄県教育委員会

2012 〜 2016 年度を学力向上推進期間と位置づけ、「全国学力・学習状況調
査」の結果などから明らかになった課題を踏まえてプランを策定。これに基
づき、県教育委員会において、地区別のブロック型の研修会、授業改善研修
事業を実施するとともに、秋田県の教員との人事交流を実施した。

神奈川県
海老名市教育委員会

市教育委員会が、「全国学力・学習状況調査」の結果を、誤答の状況や正答
数の分布、領域別の正答率や個別の設問などにわたり、教科ごとに丁寧に分
析。各校では、各教科や児童生徒質問紙の結果でよかった点と課題を見いだ
し、今後の具体的な取り組みを示すなど、分析の方向や、示すべき改善方策
を共通化。これにより、各校における分析等の質を向上させた。

大阪府
茨木市教育委員会

（P.14〜20に詳細を紹介）

「『全国学力・学習状況調査』で平均正答率 40％以下の児童生徒を減らし、
80％以上の児童生徒を増やす」ことを目標に掲げるとともに、学力向上を支
える力として「４つの力」を定義。関係の深い児童生徒質問紙調査項目を用
いて指標化し、学習状況の改善に取り組んだ。

＊国立教育政策研究所提供資料を基に編集部で作成
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